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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収益には、売上高及び営業収入が含まれております。 

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

３．第25期中及び第25期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自平成15年 
３月１日 
至平成15年 
８月31日 

自平成16年
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成15年
３月１日 
至平成16年 
２月29日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

営業収益（百万円） 59,883 62,861 68,671 119,827 128,468

経常利益（百万円） 3,992 5,882 7,490 9,003 11,840

中間（当期）純利益（百万円） 1,758 2,995 4,388 4,695 6,347

純資産額（百万円） 39,595 42,211 49,315 38,865 45,315

総資産額（百万円） 54,498 56,079 62,520 54,538 60,657

１株当たり純資産額（円） 1,426.93 1,552.27 1,794.13 1,443.79 1,654.42

１株当たり中間（当期）純利益金
額（円） 

63.37 110.99 160.06 168.51 231.88

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額（円） 

－ 109.84 159.07 － 229.86

自己資本比率（％） 72.7 75.3 78.9 71.3 74.7

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

5,039 2,403 4,229 11,423 8,375

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

△1,519 △710 △1,434 △2,239 △3,577

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

△609 279 △400 △4,221 348

現金及び現金同等物の中間（期
末）残高（百万円） 

9,782 13,791 19,396 11,776 16,961

従業員数 
〔ほか、平均臨時雇用者数〕(名) 

1,362 
〔2,709〕

1,347
〔2,737〕

1,490
〔2,886〕

1,389 
〔2,671〕

1,447
〔2,746〕



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には、売上高及び営業収入が含まれております。 

２．上記の営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

３．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」、及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自平成15年 
３月１日 
至平成15年 
８月31日 

自平成16年
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成15年
３月１日 
至平成16年 
２月29日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

営業収益（百万円） 55,709 57,898 62,978 110,702 117,663

経常利益（百万円） 4,133 5,684 7,321 8,667 11,161

中間（当期）純利益金額（百万円） 1,955 3,006 4,214 4,537 6,000

資本金（百万円） 6,766 6,766 6,766 6,766 6,766

発行済株式総数（株） 28,078,000 28,078,000 28,078,000 28,078,000 28,078,000

純資産額（百万円） 40,119 42,385 48,927 39,129 45,182

総資産額（百万円） 53,581 54,988 60,818 53,574 59,019

１株当たり中間(年間)配当額（円） 22.00 25.00 35.00 47.00 55.00

自己資本比率（％） 74.9 77.1 80.4 73.0 76.6

従業員数 
〔ほか、平均臨時雇用者数〕(名) 

767 
〔2,533〕

814
〔2,585〕

860
〔2,665〕

763 
〔2,469〕

863
〔2,579〕



２【事業の内容】 

当グループは，当社と子会社11社及び関連会社１社により構成されており、当社は、「自社ブランド商品」の小売・卸売を主

な事業内容として事業活動を展開しております。 

当中間連結会計期間における事業の内容についての重要な変更はありません。 

また、当中間連結会計年度における主要な関係会社の異動は次のとおりです。 

＜無印良品販売事業＞ 

平成17年5月にMUJI (Shanghai)Co.,Ltd.、平成17年7月にMUJI Deutschland Gmbhを設立いたしました。 
＜その他事業＞ 
関係会社の異動はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外書で記載しております。 

２．全社（共通）は、総務及び経理等間接部門の従業員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外書で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

 労使関係について、特に記載すべき事項はありません。 

  

  

名称 住所 資本金 主な事業の内容
議決権の所有割合又
は被所有割合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 
MUJI (Shanghai) 
Co.,Ltd. 

Shanghai China 
千USD
2,100 無印良品販売事業 100.00

当社商品の販売
役員の兼任2名 

（連結子会社） 
MUJI Deutschland 
Gmbh 

Dusseldorf 
Germany 

千Eur
4,000 無印良品販売事業 100.00 当社商品の販売

  平成17年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

無印良品販売事業 1,370 〔2,786〕 

その他事業 54 〔87〕 

全社（共通） 66 〔13〕 

合計 1,490 〔2,886〕 

  平成17年８月31日現在

従業員数（名） 860〔2,665〕 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の概況につきましては、国内では「無印良品ルミネ町田」を含む９店舗（うち、直営店５店舗）を新設
し、店舗数の拡大を図るとともに、３店舗を増床、「無印良品ＦＯ軽井沢ショッピングプラザ」を含む４店舗（うち、直営店
１店舗）を閉鎖するなど店舗の効率化、標準化を進めてまいりました。 
 この結果、平成１７年８月３１日現在の総店舗数は２９０店舗（うち、直営店１４５店舗）、総売場面積は２０６，０７７
㎡（うち、直営店１１９，０２３㎡）、１店舗当たりの平均売場面積は７１１㎡（うち、直営店８２１㎡）となりました。 
東日本キヨスク株式会社との業務提携による「無印良品ｃｏｍＫＩＯＳＫ」の店舗数は、前期末（平成１７年２月２８日）
から大船、高崎の２店舗が閉鎖となり、１４店舗となりました。 
海外につきましては、当中間期に韓国1店舗、ノルウェー１店舗、香港1店舗を新設いたしました。当中間連結期末現在の海
外店舗数はイギリス２０店舗（うち、アイルランド１店舗・スウェーデン３店舗・ノルウェー１店舗への供給含む）、フラン
ス５店舗、イタリア１店舗、香港５店舗、シンガポール２店舗、台湾４店舗、韓国２店舗の計３９店舗（うち、供給先５店
舗）となりました。 
国内の販売では、直営既存店売上高が前年同期比１．６％の伸びを示すとともに、平成１６年及び平成１７年開店店舗が好
調に推移し、直営店売上高合計では、前年同期比１１．２％の伸長をいたしました。ライセンスドストア、㈱西友、㈱ファミ
リーマート等の各チャネルでは店頭の販売が苦戦しましたが、ライセンスドストアの新店の寄与もあり、当社からの供給売上
高は前年同期比１．２％の増収となりました。また、ネットストアの売上高は、前年同期比４４．４％増の大幅な増収となり
ました。 
商品面につきましては、昨年の下期から好調を持続している生活雑貨が牽引役となり、衣服雑貨及び食品の苦戦を吸収いた
しました。 
海外事業につきましては、積極化した新店出店により順調に成長しており、売上高は４７億円を超え、連結売上高の６．
９％を占めるまでになりました。今後も着実な成長を図り、グループ全体の成長に寄与してまいります。 
 これらの結果、当中間期の連結営業収益は６８６億７１百万円（前年同期比９．２％増）、連結経常利益は７４億９０百万
円（同２７．３％増）、連結中間純利益は４３億８８百万円（同４６．５％増）となり、３期連続増収、４期連続増益を達成
いたしました。 

  



 セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

事業の種類別セグメントの業績 

  

所在地別セグメントの業績 

 （注） 所在地別セグメントの業績における「営業利益または営業損失」については、連結消去処理前の記載となっております。

なお、連結消去処理金額は、3百万円であります。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、193億96百万円となり、前期期末に比べ24億35百万円

増加いたしました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動で得られた資金は、42億29百万円（前年同期比18億26百万円増）となりました。 

これらは主に、税金等調整前中間純利益74億16百万円と減価償却費などで資金が増加したことに対し、法人税等の支払い24

億57百万円などで資金が減少したことによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は14億34百万円（前年同期比7億24百万円増）となりました。 

これは主に、店舗などの事業用固定資産の取得によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は4億円（前年同期比6億79百万円増）となりました。 

これは主に、自己株式を従業員等の新株予約権権利行使者に売却したことにより、4億19百万円資金が増加し、配当金の支払

いにより8億19百万円資金が減少したことによるものです。 

  

事業別 営業収益（百万円） 前年同期比（％） 営業利益 前年同期比（％）

無印良品販売事業 67,984 109.3 7,350 126.7 

その他事業 687 104.6 9 - 

合計 68,671 109.2 7,359 128.6 

所在地別 営業収益（百万円） 前年同期比（％）
営業利益または営
業損失（△） 

前年同期比（％）

日本 63,930 108.8 7,356 131.5 

ヨーロッパ 2,908 104.6 △77 - 

その他の地域 1,832 138.7 83 40.6 

合計 68,671 109.2 7,363 128.5 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績（売上高）を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する

割合は次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメン
トの名称 

形態別 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

無印良品販売事業 直営店 日本 44,941 65.8 110.8

    イギリス 1,872 2.7 92.0

    フランス 814 1.2 111.9

    イタリア 203 0.3 -

    中国（香港） 1,628 2.4 123.4

    韓国 202 0.3 -

    計 49,663 72.7 111.2

  供給先 日本 15,781 23.1 101.0

    計 15,781 23.1 101.0

  その他 計 2,243 3.3 141.0

  合計 67,688 99.1 109.4

その他事業 直営店 日本 633 0.9 98.7

合計 68,322 100.0 109.3

  
相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成16年3月1日 
至 平成16年8月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年3月1日 
至 平成17年8月31日） 

  金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

  ㈱西友 5,518 8.8 5,265 7.7



(2）商品別販売実績 

 当中間連結会計期間における形態別の商品別販売実績（売上高）を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであり

ます。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）仕入の状況 

 当中間連結会計期間における商品別仕入高を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

商品別 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

無印良品販売事業 直営店 衣服・雑貨 17,763 26.0 105.8

    生活雑貨 27,753 40.6 114.5

    食品 3,398 5.0 114.1

    その他 747 1.1 114.1

    小計 49,663 72.7 111.2

  供給先 衣服・雑貨 5,474 8.0 96.0

    生活雑貨 8,162 11.9 105.0

    食品 2,081 3.0 97.0

    その他 63 0.1 3,572.0

    小計 15,781 23.1 101.0

  その他 小計 2,243 3.3 141.0

  計 67,688 99.1 109.4

その他事業 計 633 0.9 98.7

合計 68,322 100.0 109.3

商品別 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

無印良品販売事業 衣服・雑貨 12,249 32.4 102.4

  生活雑貨 21,139 55.8 109.4

  食品 3,641 9.6 105.2

  その他 552 1.5 114.5

  計 37,582 99.3 106.7

その他事業 計 271 0.7 80.2

合計 37,854 100.0 106.4



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結された経営上の重要な契約等は、ありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当グループの自社ブランド商品「無印良品」の生活者へのニーズへの対応と新規需要開拓のために、常に最新の商品情報を収

集し、新商品開発、既存商品の見直し、生活技術向上のために、意欲的な商品研究開発活動を進めております。 

 商品本部におきましては、商品企画開発の専属スタッフを配置した企画デザイン室を設置しております。当社独自の仕様を作

成し、ヨーロッパ・中国・インドをはじめ、海外各地で素材から商品開発を進めております。 

 なお、当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、5億22百万円であります。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の重要な設備を新設いたしました。 

(1）提出会社 

  

(2）国内子会社 

 重要な設備の新設はありません。 

  

(3）在外子会社 

  

 当中間連結会計期間において，以下の重要な設備を除却いたしました。 

(1）提出会社 

（注） 従業員数は、就業人員であり、臨時従業員は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外書で記載しております。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円）

従業員
（人） 

建物
工具器具
及び備品 

土地 その他 合計 

金額 金額
面積

（千㎡） 
金額 金額 金額 

無印良品 ルミネ町田 
（東京都 町田市） 

無印良品 
販売事業 

店舗 16 8 - - - 25 3[17]

無印良品 イオン直方 
（福岡県 直方市） 

無印良品 
販売事業 

店舗 21 7 - - - 28 2[12]

無印良品 くずはモール 
（大阪府 枚方市） 

無印良品 
販売事業 

店舗 21 8 - - - 30 3[13]

無印良品 アリオ蘇我 
（千葉県 千葉市） 

無印良品 
販売事業 

店舗 20 7 - - - 27 3[8]

無印良品 天満橋京阪シテ
ィーモール 

（大阪府 大阪市） 

無印良品 
販売事業 

店舗 17 7 - - - 25 3[7]

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員
（人） 

建物
工具器具
及び備品 

土地 その他 合計 

金額 金額
面積
（千㎡）

金額 金額 金額 

MUJI Korea Co.,Ltd. 
MUJI LOTTE 
MART WORLD 
(SEOUL KOREA) 

無印良品 
販売事業 

店舗 21 10 - - - 31 7[10]

MUJI(HONG KONG)CO.,LTD. 

MUJI apm 
(KOWLOON 
HONG KONG) 

無印良品 
販売事業 

店舗 36 20 - - 4 61 39[2]

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円）

従業員
（人） 

建物
工具器具
及び備品 

土地 その他 合計 

金額 金額
面積

（千㎡） 
金額 金額 金額 

無印良品 ＦＯ軽井沢プリ
ンスショッピン
グプラザ 

（長野県 北佐久郡） 

無印良品 
販売事業 

店舗 5 0 - - - 6 1[12]



(2）国内子会社 

 重要な設備の異動はありません。 

  

(3）在外子会社 

 重要な設備の異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の完了 

 前連結会計年度に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものについては、「１．主要な設備の状

況」に記載しております。 

  

(2）重要な設備の新設等 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設等について重要な変更はありません。また、

新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

  

(3）重要な設備の除却等 

 重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

① 平成14年５月22日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の発行時において当社又は当社子会社の取締役、監査役、社員又は嘱託社員であった新株予約権者は、新株

予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社の取締役、監査役、社員又は嘱託社員であることを要する。ただ

し、当社若しくは当社の関係会社の取締役若しくは監査役が任期満了により若しくは法令変更に伴い退任した場合又は

当社若しくは当社の関係会社の社員若しくは嘱託社員が定年により退職した場合には、この限りではない。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 112,312,000 

計 112,312,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年８月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年11月18日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 28,078,000 28,078,000
東京証券取引所
市場第一部 

完全議決権株
式であり、権
利内容に何ら
限定のない当
社における標
準となる株式 

計 28,078,000 28,078,000 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成17年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数（個） 2,856 2,242 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 285,600 224,200 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 316,100 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月１日から
平成19年５月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   3,161
資本繰入額  1,581 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は取締役会の承認を要す
る 

同左 



２．新株予約権の発行時において当社又は当社子会社と顧問契約を締結している顧問であった新株予約権者は、新株予約権

の行使時において、当社若しくは当社の関係会社の取締役、監査役、社員、嘱託社員又は当社若しくは当社子会社と顧

問契約を締結している顧問であることを要する。ただし、当該新株予約権者が、新株予約権の行使時において、当社又

は当社の関係会社の取締役、監査役、社員、嘱託社員又は顧問のいずれでもない場合であっても、新株予約権の行使に

先立ち、当該行使にかかる新株予約権の数及び行使の時期につき当社取締役会の承認を得た場合には、この限りでな

い。 

３．新株予約権の発行時において当社外部のデザイナー又はコンサルタントであった新株予約権者は、新株予約権の行使に

先立ち、当該行使にかかる新株予約権の数及び行使の時期につき、当社取締役会の承認を要する。 

４．新株予約権は、当該新株予約権の発行にかかる取締役会において割当を受けた当初の新株予約権者においてこれを行使

することを要する。 

５．新株予約権の相続人による新株予約権の行使は認められない。 

６．新株予約権者は、一度の手続において新株予約権の全部または一部を行使することができる。ただし、当社の１単元未

満の株式を目的とする新株予約権の行使は認められない。 

７．その他の新株予約権の行使の条件は、本総会以後に開催される取締役会決議により定める。 

  

② 平成16年５月26日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権者は、当社の取締役または執行役員の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することができる。 

２．新株予約権の全部または一部を行使することができる。但し、各新株予約権１個当たりの一部行使は認められない。 

３．その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会により定める。 

  

  
中間会計期間末現在
（平成17年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数（個） 99 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 9,900 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年４月７日から
平成36年５月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      1
資本繰入額     1 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は取締役会の承認を要す
る 

同左 



③ 平成17年５月25日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権者は、当社の取締役または執行役員の地位を喪失した日の翌日から新株予約権を行使することができる。 

２．新株予約権の全部または一部を行使することができる。但し、各新株予約権１個当たりの一部行使は認められない。 

３．その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会により定める。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  
中間会計期間末現在
（平成17年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数（個） 87 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,700 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年６月15日から
平成37年５月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      1
資本繰入額     1 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は取締役会の承認を要す
る 

同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年３月１日～ 
平成17年８月31日 

－ 28,078,000 － 6,766 － 10,075



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２．上記のほか、自己株式が590千株あります。 

３．野村證券株式会社及びその共同保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC、NOMURA SECURITIES INTERNATIONAL,Inc.、

MAINTRUST Kapitalanlagegesellschaft mbH、野村アセットマネジメント株式会社から、平成17年9月15日付で提出され

た大量保有報告書により同日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社とし

て当中間会計期間末時点における所有株式数の確認が出来ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

    平成17年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,973 14.15 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,714 13.22 

資産管理サービス信託銀行株
式会社 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,328 4.73 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番３号 1,078 3.84 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 858 3.05 

モルガン・スタンレーアンド
カンパニーインク 
（常任代理人 モルガン・ス
タンレー証券会社東京支
店） 

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 
10036,U.S.A. 
  
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号） 

607 2.16 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 559 1.99 

インベスターズ バンク 
（常任代理人 スタンダード 
チャタード銀行） 

200 CLARENDON STREET P.O.BOX 9130 
BOSTON,MA 02117-9130 
  
（東京都千代田区永田町二丁目11番１号） 

534 1.90 

カリヨン パリ オーディナ
リー アカウント 
（常任代理人 株式会社東京
三菱銀行） 

96, BOULEVARD HAUSSMAN F-75008 PARIS 
FRANCE 
  
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

530 1.88 

ドレスナー・クラインオー
ト・ワッサースタイン証券会
社 

東京都港区六本木一丁目６番１号 499 1.77 

計 － 13,684 48.73 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社 3,582千株  

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,608千株  

  資産管理サービス信託銀行株式会社 458千株  

  野村信託銀行株式会社 559千株  



  

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 1,382 4.92 

NOMURA INTERNATIONAL PLC 
Nomura House 1,St.Martin's-le Grand 
London EC1A 4NP,England 

656 2.33 

NOMURA SECURITIES 
INTERNATIONAL,Inc. 

2 World Financial Center , Building B 
New York , N.Y. 10281-1198 

322 1.14 

MAINTRUST 
Kapitalanlagegesellschaft 
mbH 

Graefstrasse 109,60487 Frankfurt am 
Main,F.R.Germany 
  

53 0.18 

野村アセットマネジメント株
式会社 

 東京都中央区日本橋一丁目１２番１号 
  

358 1.27 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,800株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数18個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  平成17年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式   590,600 

－
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,485,800 274,858 同上 

単元未満株式 普通株式   1,600 － 同上 

発行済株式総数 28,078,000 － － 

総株主の議決権 － 274,858 － 

      平成17年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社良品計画 
東京都豊島区東池袋
四丁目26番3号 

590,600 － 590,600 2.1 

計 － 590,600 － 590,600 2.1 

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 5,410 5,840 5,370 5,490 5,600 6,670 

最低（円） 4,890 5,120 4,640 4,860 5,300 5,230 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以下

「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、当

中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

ただし、当中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改

正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

ただし、当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前

の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）及び前中

間会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）並びに当中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日

まで）及び当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、中央

青山監査法人により中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末
（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    13,791 19,396  16,961 

２．受取手形及び売掛金    3,205 3,441  3,183 

３．たな卸資産    8,255 8,697  8,823 

４．未収入金    3,342 3,451  3,339 

５．その他    2,003 1,947  2,088 

６．貸倒引当金    △29 △26  △28 

流動資産合計    30,568 54.5 36,907 59.0  34,366 56.7

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物   7,671  7,169 7,509  

(2）工具器具及び備品   1,610  2,034 2,181  

(3）土地   875  875 875  

(4）その他   718 10,875 810 10,890 688 11,255 

２．無形固定資産    2,692 3,162  3,290 

３．投資その他の資産       

(1）差入保証金   3,596  3,578 3,636  

(2）敷金   7,477  7,429 7,438  

(3）その他   943  606 748  

(4）貸倒引当金   △74 11,943 △55 11,559 △80 11,743 19.3

固定資産合計    25,511 45.5 25,612 41.0  26,290 43.3

資産合計    56,079 100.0 62,520 100.0  60,657 100.0

        

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛金    6,339 5,921  6,758 

２．未払費用    2,971 2,837  3,494 

３．未払法人税等    2,367 3,030  2,837 

４．賞与引当金    4 6  5 

５．その他    1,206 819  1,395 

流動負債合計    12,888 23.0 12,615 20.2  14,491 23.9



  

  

    
前中間連結会計期間末
（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債       

１．役員退職慰労引当金    396 151  390 

２．その他    219 192  210 

固定負債合計    615 1.1 344 0.6  600 1.0

負債合計    13,504 24.1 12,960 20.7  15,092 24.9

        

（少数株主持分）       

少数株主持分    363 0.6 244 0.4  249 0.4

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    6,766 12.1 6,766 10.8  6,766 11.2

Ⅱ 資本剰余金    10,095 18.0 10,114 16.2  10,106 16.7

Ⅲ 利益剰余金    27,910 49.8 34,091 54.5  30,583 50.4

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

   33 0.1 △2 △0.0  6 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定    142 0.2 173 0.3  91 0.1

Ⅵ 自己株式    △2,737 △4.9 △1,828 △2.9  △2,239 △3.7

資本合計    42,211 75.3 49,315 78.9  45,315 74.7

負債・少数株主持分 
及び資本合計 

   56,079 100.0 62,520 100.0  60,657 100.0

        



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    62,510 100.0 68,322 100.0  127,836 100.0

Ⅱ 売上原価    34,762 55.6 38,079 55.7  71,724 56.1

売上総利益    27,748 44.4 30,243 44.3  56,112 43.9

Ⅲ 営業収入    350 0.6 349 0.5  631 0.5

営業総利益    28,099 45.0 30,592 44.8  56,744 44.4

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※１  22,375 35.8 23,232 34.0  45,265 35.4

営業利益    5,723 9.2 7,359 10.8  11,478 9.0

Ⅴ 営業外収益       

１．受取利息   10  18 23  

２．為替差益   29  40 153  

３．協賛金収入   105  71 172  

４．その他   43 188 0.3 27 158 0.2 80 430 0.3

Ⅵ 営業外費用       

１．支払利息   0  - 1  

２．持分法による投資損失   0  - -  

３．その他   28 29 0.1 27 27 0.0 67 68 0.0

経常利益    5,882 9.4 7,490 11.0  11,840 9.3

Ⅶ 特別利益       

１．投資有価証券売却益   40  - 40  

２．貸倒引当金戻入益   -  10 -  

３．その他   0 40 0.1 16 26 0.0 12 52 0.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅷ 特別損失       

１．固定資産除却損   63  62 350  

２．店舗賃借解約損   238  13 410  

３．役員退職慰労引当金繰
入額 

  151  - 151  

４．その他   53 506 0.8 24 101 0.1 101 1,013 0.8

税金等調整前中間（当
期）純利益 

   5,417 8.7 7,416 10.9  10,879 8.5

法人税住民税及び事業
税 

  2,229  2,648 4,480  

法人税等調整額   107 2,337 3.8 392 3,041 4.5 △77 4,402 3.4

少数株主利益    84 0.1 △13 △0.0  129 0.1

中間（当期）純利益    2,995 4.8 4,388 6.4  6,347 5.0

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    10,075 10,106  10,075

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１．自己株式処分差益   19 19 8 8 30 30

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   10,095 10,114  10,106

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    25,625 30,583  25,625

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．中間（当期）純利益   2,995 2,995 4,388 4,388 6,347 6,347

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．配当金   672 820 1,352 

２．役員賞与   37 710 58 879 37 1,389

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   27,910 34,091  30,583

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の要約キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．税金等調整前中間
（当期）純利益 

  5,417 7,416 10,879 

２．減価償却費   923 948 1,941 

３．ソフトウェア投資等
償却 

  242 230 484 

４．連結調整勘定   - 43 - 

５．貸倒引当金の増加額
または減少額（△） 

  55 △27 60 

６．役員退職慰労引当金
の増加額または減少
額（△） 

  156 △238 150 

７．受取利息及び受取配
当金 

  △10 △18 △23 

８．支払利息   0 - 1 

９．為替差損益   △0 0 △1 

10．持分法による投資損
益 

  0 △11 △7 

11．有形固定資産除却損   63 60 348 

12．無形固定資産等の除
却損 

  1 1 1 

13．投資有価証券売却益   △40 - △40 

14．売上債権の増加額
(△)または減少額 

  1,119 △594 1,288 

15．たな卸資産の増加額
（△）または減少額 

  △823 142 △1,465 

16．仕入債務の増加額ま
たは減少額(△) 

  △1,848 △840 △1,416 

17．その他の資産の増加
額(△)または減少額 

  167 220 252 

18．その他の負債の増加
額 

  △53 △607 658 

19．役員賞与の支払額   △37 △58 △37 

小計   5,334 6,668 13,074 



    
前中間連結会計期間

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の要約キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

20．利息及び配当金の受
取額 

  10 18 23 

21．利息の支払額   △0 - △1 

22．法人税等の支払額   △2,941 △2,457 △4,721 

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  2,403 4,229 8,375 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．有価証券の取得によ
る支出 

  - △66 - 

２．有形固定資産の取得
による支出 

  △474 △1,260 △1,932 

３．店舗借地権・敷金等
の支出 

  △502 △115 △764 

４．店舗敷金等回収によ
る収入 

  353 183 395 

５．無形固定資産等の取
得による支出 

  △233 △152 △590 

６．預り保証金による支
出 

  - △20 △1 

７．投資有価証券の取得
による支出 

  - △2 △0 

８．投資有価証券の売却
による収入 

  147 - 147 

９．連結子会社株式の追
加取得による支出 

  - - △830 

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △710 △1,434 △3,577 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の要約キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．自己株式取得による
支出 

  △0 △0 △2 

２．自己株式売却による
収入 

  951 419 1,461 

３．少数株主からの払込
による収入 

  - - 240 

４．配当金の支払額   △671 △819 △1,350 

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  279 △400 348 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  42 40 37 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額 

  2,014 2,435 5,184 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  11,776 16,961 11,776 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  13,791 19,396 16,961 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

連結子会社の数 ７社 連結子会社の数 11社 連結子会社の数 ９社 

㈱アール・ケイ・トラック 

RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE 

S.A.S. 

MUJI(HONG KONG)CO.,LTD. 

MUJI(SINGAPORE)PRIVATE 

LTD. 

ムジ・ネット㈱ 

㈱花良品 

㈱アール・ケイ・トラック 

RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE 

S.A.S. 

MUJI ITALIA S.p.A. 

MUJI DEUTSCHLAND GMBH 

MUJI(HONG KONG)CO.,LTD. 

MUJI(SINGAPORE)PRIVATE 

LTD. 

MUJI Korea CO.,LTD. 

MUJI(SHANGHAI)CO.,LTD. 

ムジ・ネット㈱ 

㈱花良品 

なお、MUJI DEUTSCHLAND 

GMBH及び 

MUJI(SHANGHAI)CO.,LTD.は、

当中間連結会計年度に設立さ

れたことにより当中間連結会

計年度より連結の範囲に含め

ております。 

㈱アール・ケイ・トラック 

RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE 

S.A.S. 

MUJI ITALIA S.p.A. 

MUJI(HONG KONG)CO.,LTD. 

MUJI(SINGAPORE)PRIVATE 

LTD. 

MUJI Korea CO.,LTD. 

ムジ・ネット㈱ 

㈱花良品 

なお、MUJI ITALIA S.p.A.及

びMUJI Korea CO.,LTD.は、

当連結会計年度に設立された

ことにより当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めておりま

す。 

２．持分法の適用に関する

事項 

持分法を適用した関連会社の数 同左 同左 

１社     

  台湾無印良品股份有限公司     

３．連結子会社の（中間）

決算日等に関する事項 

連結子会社のうち下記の会社は

親会社と中間決算日が異なりま

すが、中間連結財務諸表の作成

にあたっては各社の中間決算日

現在の財務諸表を使用し、中間

連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

連結子会社のうち下記の会社は

親会社と中間決算日が異なりま

すが、中間連結財務諸表の作成

にあたっては各社の中間決算日

現在の財務諸表を使用し、中間

連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

連結子会社のうち下記の会社は 

親会社と決算日が異なります

が、連結財務諸表の作成にあた

っては、各社の決算日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

  ５月31日 ６月30日 12月31日 

  MUJI(HONG KONG)CO.,LTD. 

MUJI(SINGAPORE)PRIVATE 

LTD. 

MUJI(HONG KONG)CO.,LTD. 

MUJI(SINGAPORE)PRIVATE 

LTD. 

MUJI ITALIA S.p.A. 

MUJI Korea CO.,LTD. 

MUJI(SHANGHAI)CO.,LTD. 

MUJI(HONG KONG)CO.,LTD. 

MUJI(SINGAPORE)PRIVATE 

LTD. 

MUJI ITALIA S.p.A. 

MUJI Korea CO.,LTD. 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  ７月31日 ７月31日 １月31日 

  RYOHIN KEIKAKU EUROPE 

LTD. 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE 

S.A.S. 

RYOHIN KEIKAKU EUROPE 

LTD. 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE 

S.A.S. 

MUJI DEUTSCHLAND GMBH 

RYOHIN KEIKAKU EUROPE 

LTD. 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE 

S.A.S. 

また、MUJI(HONG KONG)

CO.,LTD.及び 

MUJI(SINGAPORE)PRIVATE 

LTD.は、決算日を11月30日

から12月31日に変更したた

め、当連結会計年度に合算

された月数は13ヶ月となっ

ております。 

４．会計処理基準に関する

事項 

      

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

(イ）有価証券 (イ）有価証券 (イ）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法（評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定） 

同左 …決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法（評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  …移動平均法による

原価法 

同左 同左 

  (ロ）デリバティブ (ロ）デリバティブ (ロ）デリバティブ 

  …時価法 同左 同左 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  (ハ）たな卸資産 (ハ）たな卸資産 (ハ）たな卸資産 

  商品…主として個別法に

よる原価法 

同左 同左 

  貯蔵品…最終仕入原価法

による原価法 

    

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 (イ）有形固定資産 (イ）有形固定資産 

当社及び国内連結子会社

は定率法、在外連結子会

社は所在地国の会計基準

の規定に基づく定額法に

よっております。 

但し、国内法人は、平成

10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備を

除く）については、定額

法によっております。 

なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税

法に規定する方法と同一

基準によっております。 

同左 同左 

  (ロ）無形固定資産 (ロ）無形固定資産 (ロ）無形固定資産 

  当社及び国内連結子会社

は定額法、在外連結子会

社は所在地国の会計基準

の規定に基づく定額法に

よっております。 

但し、自社利用ソフトウ

ェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法によ

っております。 

同左 同左 

(3）重要な引当金の計上

基準 

(イ）貸倒引当金 (イ）貸倒引当金 (イ）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上して

おります。 

同左 同左 

  (ロ）賞与引当金 (ロ）賞与引当金 (ロ）賞与引当金 

  子会社においては、従業

員に対して支給する賞与

に充てるため、支給見込

額に基づき計上しており

ます。 

同左 同左 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  (ハ）役員退職慰労引当金 (ハ）役員退職慰労引当金 (ハ）役員退職慰労引当金 

  役員の退職により支給す

る退職慰労金に充てるた

め、内規に基づく中間連

結期末要支給額を計上し

ております。 

役員の退職により支給す

る退職慰労金に充てるた

め、内規に基づく中間連

結期末要支給額を計上し

ております。 

なお、平成16年５月より

従来の役員退職慰労金制

度に代わる制度として、

株式型の報酬制度を設け

ることとし、以後、引当

金の計上は行っておりま

せん。すでに計上した役

員退職慰労引当金につい

ては、役員の退任時まで

凍結いたします。 

役員の退職により支給す

る退職慰労金に充てるた

め、内規に基づく期末要

支給額を計上しておりま

す。 

なお、平成16年５月より

従来の役員退職慰労金制

度に代わる制度として、

株式型の報酬制度を設け

ることとし、以後、引当

金の計上は行っておりま

せん。すでに計上した役

員退職慰労引当金につい

ては、役員の退任時まで

凍結いたします。 

  （追加情報）     

─────   平成16年４月７日開催の取締役

会において、従来の役員退職慰

労金制度を廃止することを決議

し、平成16年５月26日開催の株

主総会において、それに代わる

制度として、株式型の報酬制度

を設けることが承認されまし

た。以後、引当金の計上は行っ

ておりません。すでに計上した

役員退職慰労引当金について

は、役員の退任時まで凍結して

おります。 

───── 

(4）重要なリース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 

(5）重要なヘッジ会計の

方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 (イ）ヘッジ会計の方法 (イ）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用し

ております。 

同左 同左 

  (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

  為替予約 同左 同左 

  ヘッジ対象 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

  外貨建買掛金 同左 同左 



  

追加情報 

  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  (ハ）ヘッジ方針 (ハ）ヘッジ方針 (ハ）ヘッジ方針 

  ・為替の相場変動に伴うリ

スクの軽減を目的に通貨

に係るデリバティブ取引

を行っております。 

同左 同左 

  ・原則として実需に基づく

ものを対象としてデリバ

ティブ取引を行ってお

り、投機目的のデリバテ

ィブ取引は行っておりま

せん。 

    

  (ニ）ヘッジ有効性評価の方法 (ニ）ヘッジ有効性評価の方法 (ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動の

累計とヘッジ手段の相場

変動の累計とを比率分析

する方法により有効性の

評価を行っております。 

同左 同左 

(6）消費税及び地方消費

税の会計処理 

税抜方式によっております。 同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

手許現金・随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない短期

投資で取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来するものからな

っております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成17年２月28日） 

─────  「地方税法等の一部を改正する法律」(平

成15年法律第９号)が平成15年３月31日に交

付され、平成16年４月１日以降に開始する

事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」(平成16年２月13日企業会計基準委員

会実務対応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が97百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益が、97百万円減少して

おります。 

  

───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成17年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

13,642百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

14,521百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

13,604百万円であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 
  

借地借家料 6,087百万円

従業員給料 4,998百万円

運搬料 1,985百万円

役員退職慰労引当金
繰入額 

9百万円

  
借地借家料 6,429百万円

従業員給料 5,376百万円

運搬料 1,692百万円

役員退職慰労引当金
繰入額 

-百万円

借地借家料 12,361百万円

従業員給料 10,158百万円

運搬料 3,873百万円

役員退職慰労引当金
繰入額 

9百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

  
現金及び預金勘定 13,791百万円

現金及び現金同等物 13,791百万円

  
現金及び預金勘定 19,396百万円

現金及び現金同等物 19,396百万円

現金及び預金勘定 16,961百万円

現金及び現金同等物 16,961百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  
工具器具
及び備品 

その他 合計 

取得価
額相当
額 

3百万円 27百万円 31百万円

減価償
却累計
額相当
額 

1百万円 4百万円 6百万円

中間期
末残高
相当額 

1百万円 23百万円 25百万円

  

  
工具器具
及び備品 

その他 合計

取得価
額相当
額 

12百万円 44百万円 57百万円

減価償
却累計
額相当
額 

8百万円 15百万円 24百万円

中間期
末残高
相当額 

4百万円 28百万円 32百万円

工具器具
及び備品 

その他 合計 

取得価
額相当
額 

3百万円 39百万円 42百万円

減価償
却累計
額相当
額 

1百万円 9百万円 11百万円

期末残
高相当
額 

1百万円 30百万円 31百万円

なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 6百万円

１年超 18百万円

合計 25百万円

  
１年以内 11百万円

１年超 21百万円

合計 32百万円

１年以内 8百万円

１年超 23百万円

合計 31百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法

により算出しております。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算出し

ております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

  
支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 
  

未経過リース料 

１年以内 15百万円

１年超 11百万円

合計 26百万円

  
未経過リース料 

１年以内 6百万円

１年超 4百万円

合計 11百万円

未経過リース料 

１年以内 10百万円

１年超 7百万円

合計 18百万円



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

(1）時価のある有価証券（平成16年８月31日） 

  

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容（平成16年８月31日） 

  

（当中間連結会計期間） 

(1）時価のある有価証券（平成17年８月31日） 

  

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容（平成17年８月31日） 

  

種類 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券 株式 206 262 56 

  債券 - - - 

  その他 - - - 

  小計 206 262 56 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 17 

種類 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券 株式 206 201 △4 

  債券 - - - 

  その他 - - - 

  小計 206 201 △4 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 20 



（前連結会計年度） 

(1）時価のある有価証券（平成17年２月28日） 

  

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容（平成17年２月28日） 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（平成16年８月31日）、当中間連結会計期間（平成17年８月31日）、及び前連結会計年度（平成17年２

月28日） 

 ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いております。 

  

  

種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

その他有価証券 株式 206 217 11 

  債券 - - - 

  その他 - - - 

  小計 206 217 11 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 17 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日） 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

  

前連結会計年度（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、グループ内の事業展開を考慮して区分しています。 

２．各事業区分の主要な内容 

無印良品販売事業 …「無印良品」の小売及び卸売事業 

その他事業 ………… キャンプ場運営事業及び花の小売事業 

  

  
無印良品販売
事業 
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益   

(1）外部顧客に対する営業収益 62,204 657 62,861 - 62,861

(2）セグメント間の内部営業収
益又は振替高 

7 - 7 △7 -

計 62,211 657 62,869 △7 62,861

営業費用 56,412 732 57,145 △7 57,137

営業利益又は営業損失（△） 5,799 △75 5,723 - 5,723

  
無印良品販売
事業 
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益   

(1）外部顧客に対する営業収益 67,984 687 68,671 - 68,671

(2）セグメント間の内部営業収
益又は振替高 

6 - 6 △6 -

計 67,990 687 68,678 △6 68,671

営業費用 60,640 677 61,318 △6 61,312

営業利益 7,350 9 7,359 - 7,359

  
無印良品販売
事業 
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益   

(1）外部顧客に対する営業収益 127,211 1,256 128,468 - 128,468

(2）セグメント間の内部営業収
益又は振替高 

16 - 16 △16 -

計 127,227 1,256 128,484 △16 128,468

営業費用 115,544 1,461 117,005 △16 116,989

営業利益又は営業損失（△） 11,683 △204 11,478 - 11,478



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日） 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

  

前連結会計年度（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日） 

 （注）１．国または地域の区分は地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国または地域 

ヨーロッパ ……… イギリス、フランス、イタリア 

その他の地域 …… 香港、シンガポール、韓国 

  

  

  
日本 

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

その他の地
域 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益   

(1）外部顧客に対する営業収
益 

58,758 2,781 1,320 62,861 - 62,861

(2）セグメント間の内部営業
収益又は振替高 

134 - - 134 △134 -

計 58,893 2,781 1,320 62,996 △134 62,861

営業費用 53,298 2,855 1,113 57,267 △130 57,137

営業利益又は営業損失（△） 5,594 △73 206 5,728 △4 5,723

  
日本 

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

その他の地
域 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益   

(1）外部顧客に対する営業収
益 

63,930 2,908 1,832 68,671 - 68,671

(2）セグメント間の内部営業
収益又は振替高 

156 - - 156 △156 -

計 64,087 2,908 1,832 68,828 △156 68,671

営業費用 56,730 2,986 1,748 61,465 △153 61,312

営業利益又は営業損失（△） 7,356 △77 83 7,363 △3 7,359

  
日本 

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

その他の地
域 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益   

(1）外部顧客に対する営業収
益 

119,368 6,221 2,878 128,468 - 128,468

(2）セグメント間の内部営業
収益又は振替高 

301 - - 301 △301 -

計 119,670 6,221 2,878 128,770 △301 128,468

営業費用 108,637 6,095 2,553 117,286 △296 116,989

営業利益又は営業損失（△） 11,033 126 324 11,484 △5 11,478



【海外営業収益】 

 前中間連結会計期間（自 平成16年3月1日 至 平成16年8月31日）、当中間連結会計期間（自 平成17年3月1日至 平成17年8

月31日）及び前連結会計年度（自 平成16年3月1日 至 平成17年2月28日） 

 海外営業収益は、連結営業収益の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のと
おりであります。 

  

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１株当たり純資産額（円） 1,552.27 1,794.13 1,654.42 

１株当たり中間（当期）純
利益金額(円) 

110.99 160.06 231.88 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 

109.84 159.07     229.86 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 2,995 4,388 6,347 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 58 

（うち利益処分による役員賞与金） － － (58) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
2,995 4,388 6,289 

期中平均株式数（千株） 26,990 27,415 27,121 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期） 

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － - 

普通株式増加数（千株） 283 171 238 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
金額の算定に含めなかった潜在株式の
概要 

－ － － 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

該当事項はありません。 同左 平成17年４月６日開催の取締役会に

おいて、商法280条ノ20、第280条ノ

21および平成16年５月26日開催の当

社第25回定時株主総会決議に基づ

き、当社取締役および執行役員の株

価向上や業績向上に対する意欲や士

気を高めることを目的として、平成

17年４月６日に当社取締役および執

行役員に対し「株式報酬型ストック

オプション」として新株予約権を無

償で発行することを決議いたしまし

た。 

その具体的な内容は、下記のとおり

であります。 

    (1) 新株予約権の名称 

    株式会社良品計画第２回新株予

約権(株式報酬型ストックオプ

ション) 

    (2) 新株予約権の目的となる株式の

種類及び数 

      当社普通株式 9,900株 

  なお、各新株予約権の目的とな

る株式の数(以下、「付与株式

数」という。)は100株とする。 

    (3) 新株予約権の数 

      99個 

    (4) 各新株予約権の発行価額 

      無償とする。 

    (5) 各新株予約権の行使に際して払

込みをなすべき金額 

      各新株予約権の行使により発行

または移転する株式１株当たり

の払込金額を１円とし、これに

付与株式数を乗じた金額とす

る。 

    (6) 新株予約権を行使することがで

きる期間 

      平成17年４月７日から平成36年

５月31日まで 

  



前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

    (7) その他の新株予約権の行使の条

件 

      各新株予約権の全部または一部

を行使することができるものと

するが、各新株予約権１個当た

りの一部行使はできないものと

する。 

    (8) 新株予約権の行使の条件 

      ①当社が消滅会社となる合併契

約が承認されたとき、当社が

完全子会社となる株式交換契

約書承認の議案ならびに株式

移転の議案につき株主総会で

承認されたときは、当社は新

株予約権を無償で償却するこ

とができる。 

      ②新株予約権者が、新株予約権

を行使する前に、新株予約権

行使の条件に規定する条件に

該当しなくなったため新株予

約権の行使が不可能となった

場合、当社は該当新株予約権

を無償で消却することができ

る。 

    (9) 新株予約権の譲渡制限 

      新株予約権を譲渡するには取役

会の承認を要する。 

    (10)割当てを受けた者の氏名と割当

てを受けた新株予約権の数 

    割当て対象者 

木内 政雄 

松井 忠三 

金井 政明 

古田 正信 

浅田 直熙 

長谷川 治 

徳江 純一 

加藤 隆志 

久保 正人 

大木 宏人 

鈴木 啓 

計 

割当数 

１６個 

１６個 

１２個 

１１個 

１０個 

８個 

６個 

６個 

６個 

６個 

２個 

９９個 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年８月31日） 
当中間会計期間末
（平成17年８月31日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   12,272  16,481 14,388  

２．売掛金   3,009  3,117 2,898  

３．たな卸資産   7,022  7,199 7,418  

４．未収入金   3,401  3,595 3,509  

５．その他   2,386  2,245 2,405  

６．貸倒引当金   △31  △27 △30  

流動資産合計    28,061 51.0 32,613 53.6  30,590 51.8

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物   7,594  7,057 7,422  

(2）工具器具及び備
品 

  1,189  1,509 1,703  

(3）土地   875  875 875  

(4）その他   568  555 491  

有形固定資産合計   10,228  18.6 9,998 16.4 10,493  17.8

２．無形固定資産   2,431  4.4 2,396 4.0 2,482  4.2

３．投資その他の資産       

(1）関係会社株式   2,637  4,679 4,028  

(2）差入保証金   3,406  3,343 3,425  

(3）敷金   7,469  7,424 7,429  

(4）その他   799  401 616  

(5）貸倒引当金   △47  △38 △46  

投資その他の資産
合計 

  14,266  26.0 15,810 26.0 15,453  26.2

固定資産合計    26,927 49.0 28,205 46.4  28,429 48.2

資産合計    54,988 100.0 60,818 100.0  59,019 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成16年８月31日） 
当中間会計期間末
（平成17年８月31日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   414  － 415  

２．買掛金   5,565  5,510 5,809  

３．未払法人税等   2,281  2,918 2,773  

４．未払費用   2,657  2,426 3,006  

５．その他   1,075  694 1,232  

流動負債合計    11,995 21.8 11,549 19.0  13,236 22.4

Ⅱ 固定負債       

１．役員退職慰労引当
金 

  396  151 390  

２．その他   210  190 210  

固定負債合計    607 1.1 341 0.6  600 1.0

負債合計    12,602 22.9 11,891 19.6  13,837 23.4

              

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    6,766 12.3 6,766 11.1  6,766 11.5

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   10,075  10,075 10,075  

２．その他資本剰余金   19  39 30  

資本剰余金合計    10,095 18.4 10,114 16.6  10,106 17.1

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   493  493 493  

２．任意積立金   23,700  26,200 23,700  

３．中間（当期）未処
分利益 

  4,034  7,184 6,348  

利益剰余金合計    28,227 51.3 33,877 55.7  30,541 51.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   33 0.1 △2 △0.0  6 0.0

Ⅴ 自己株式    △2,737 △5.0 △1,828 △3.0  △2,239 △3.8

資本合計    42,385 77.1 48,927 80.4  45,182 76.6

負債・資本合計    54,988 100.0 60,818 100.0  59,019 100.0

              



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    57,436 100.0 62,498 100.0  116,774 100.0

Ⅱ 売上原価    32,602 56.8 35,511 56.8  66,930 57.3

売上総利益    24,833 43.2 26,987 43.2  49,843 42.7

Ⅲ 営業収入    462 0.8 479 0.8  888 0.8

営業総利益    25,295 44.0 27,466 44.0  50,732 43.5

Ⅳ 販売費及び一般管理
費 

※５  19,758 34.4 20,249 32.4  39,769 34.1

営業利益    5,537 9.6 7,217 11.5  10,963 9.4

Ⅴ 営業外収益 ※１  177 0.3 120 0.2  275 0.2

Ⅵ 営業外費用 ※２  29 0.0 15 0.0  76 0.1

経常利益    5,684 9.9 7,321 11.7  11,161 9.5

Ⅶ 特別利益 ※３  40 0.1 11 0.0  40 0.0

Ⅷ 特別損失 ※４  483 0.8 90 0.1  962 0.8

税引前中間（当
期）純利益 

   5,241 9.1 7,242 11.6  10,239 8.7

法人税、住民税及
び事業税 

  2,160  2,574
4,360 
  

 

法人税等調整額   74 2,234 3.9 453 3,027 4.8 △121 4,238 3.6

中間（当期）純利
益 

   3,006 5.2 4,214 6.7  6,000 5.1

前期繰越利益    1,027 2,969  1,027 

中間配当額    － －  679 

中間（当期）未処
分利益 

   4,034 7,184  6,348 

              



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券  

子会社株式及び関連会社

株式 

子会社株式及び関連会社

株式 

子会社株式及び関連会社

株式 
 

  …移動平均法による原価

法 

同左 同左 
 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券  

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの  

  …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

同左 …決算期末日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの  

  …移動平均法による原価

法 

同左 同左 
 

  (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ  

  …時価法 同左 同左  

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産  

  商品 同左 同左  

  …個別法による原価法      

  貯蔵品      

  …最終仕入原価法による

原価法 

    
 

２．固定資産の減価償却の

方法 

有形固定資産 同左 同左  

…定率法 

但し、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属

設備を除く）については、

定額法によっております。 

なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税

法に規定する方法と同一

基準によっております。 

    

  無形固定資産 同左 同左  

  …定額法によっております。

但し、自社利用ソフトウェ

アについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっており

ます。 

    

 

  長期前払費用 同左 同左  

  …均等額償却      



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

同左 同左 

  (2）役員退職慰労引当金 (2）役員退職慰労引当金 (2）役員退職慰労引当金 

  役員の退職により支給する

退職慰労金に充てるため、

内規に基づく中間期末要支

給額を計上しております。 

役員の退職により支給する

退職慰労金に充てるため、

内規に基づく中間期末要支

給額を計上しております。 

役員の退職により支給する

退職慰労金に充てるため、

内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

    なお、平成16年５月より従

来の役員退職慰労金制度に

代わる制度として、株式型

の報酬制度を設けることと

し、以後、引当金の計上は

行っておりません。すでに

計上した役員退職慰労引当

金については、役員の退任

時まで凍結いたします。 

なお、平成16年５月より従

来の役員退職慰労金制度に

代わる制度として、株式型

の報酬制度を設けることと

し、以後、引当金の計上は

行っておりません。すでに

計上した役員退職慰労引当

金については、役員の退任

時まで凍結いたします。 

  （追加情報） 

平成16年４月７日開催の取締役

会において、従来の役員退職慰

労金制度を廃止することを決議

し、平成16年５月26日開催の株

主総会において、それに代わる

制度として、株式型の報酬制度

を設けることが承認されまし

た。以後、引当金の計上は行っ

ておりません。すでに計上した

役員退職慰労引当金について

は、役員の退任時まで凍結して

おります。 

  

――――― 

  

  

――――― 

  

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用して

おります。 

同左 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

  為替予約 同左 同左 

  ヘッジ対象 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

  外貨建買掛金 同左 同左 



  

追加情報 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  ・為替の相場変動に伴うリス

クの軽減を目的に通貨に係

るデリバティブ取引を行っ

ております。 

同左 同左 

  ・原則として実需に基づくも

のを対象としてデリバティ

ブ取引を行っており、投機

目的のデリバティブ取引は

行っておりません。 

    

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動の累

計とヘッジ手段の相場変動

の累計とを比率分析する方

法により有効性の評価を行

っております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理について 同左 同左 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっており

ます。 

    

前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年８月31日） 

前事業年度末 
（平成17年２月28日） 

――――― 

  

(外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」

(平成15年法律第９号)が平成15年３月31日

に交付され、平成16年４月１日以降開始す

る事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の取扱

い」(平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費が97百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益が97百万円減少しておりま

す。 

――――― 

  

   



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年８月31日） 

前事業年度末 
（平成17年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

11,748百万円 12,468百万円 11,696百万円 

 ２．偶発債務  ２．偶発債務  ２．偶発債務 

下記の会社について借入金の債務保

証・予約及び家賃支払保証を行なっ

ております。 

下記の会社について借入金の債務保

証・予約及び家賃支払保証を行なっ

ております。 

下記の会社について借入金の債務保

証・予約及び家賃支払保証を行なっ

ております。 
  

RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

592百万円 

(3,000千STG£) 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE S.A.S. 

109百万円 

(827千EUR)

  
RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

455百万円 

(2,287千STG£) 

RYOHIN KEIKAKU FRANCE S.A.S. 

112百万円 

(827千EUR)

RYOHIN KEIKAKU EUROPE LTD. 

432百万円 

(2,150千STG£)

RYOHIN KEIKAKU FRANCE S.A.S. 

114百万円 

(827千EUR)

 ３．消費税等の取扱い 同左 ───── 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、流動負債のその他に含め

て表示しております。 

    



（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 
  

受取利息 1百万円

受取配当金 30百万円

協賛金収入 105百万円

  
受取利息 1百万円

受取配当金 30百万円

協賛金収入 71百万円

受取利息 3百万円

受取配当金 30百万円

協賛金収入 172百万円

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 
  

為替差損 1百万円
  

為替差損 0百万円 為替差損 14百万円

※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目 
  

  

投資有価証券売却
益 

40百万円

  
貸倒引当金戻入益 11百万円

     

投資有価証券売却
益 

40百万円

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 
  

固定資産除却損 46百万円

店舗賃借解約損 234百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

151百万円

  

  

固定資産除却損 57百万円

店舗賃借解約損 9百万円

固定資産除却損 325百万円

店舗賃借解約損 387百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

151百万円

※５．減価償却実施額 ※５．減価償却実施額 ※５．減価償却実施額 
  

有形固定資産 788百万円

無形固定資産 230百万円

計 1,018百万円

  
有形固定資産 821百万円

無形固定資産 218百万円

計 1,039百万円

有形固定資産 1,672百万円

無形固定資産 453百万円

計 2,126百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  
工具器具
及び備品 

  
その他
（車両運
搬具） 

  合計 

取得価額
相当額 

3百万円  5百万円  8百万円

減価償却
累計額相
当額 

1百万円  0百万円  1百万円

中間期末
残高相当
額 

1百万円  4百万円  6百万円

  

  
工具器具
及び備品

その他
（車両運
搬具） 

合計

取得価額
相当額 

7百万円 16百万円 23百万円

減価償却
累計額相
当額 

5百万円 3百万円 9百万円

中間期末
残高相当
額 

1百万円 13百万円 14百万円   

機械装
置及び
運搬具 

  
工具器具
及び備品 

  合計 

取得価額
相当額 

16百万円  3百万円  20百万円

減価償却
累計額相
当額 

2百万円  1百万円  4百万円

期末残高
相当額 

14百万円  1百万円  16百万円

なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 1百万円

１年超 4百万円

合計 6百万円

  
１年以内 4百万円

１年超 10百万円

合計 14百万円

１年以内 4百万円

１年超 12百万円

合計 16百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

  
支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

１年以内 7百万円

１年超 0百万円

合計 7百万円

  
１年以内 -百万円

１年超 -百万円

合計 -百万円

１年以内 3百万円

１年超 0百万円

合計 3百万円



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 



（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

該当事項はありません。 同左 平成17年４月６日開催の取締役会に

おいて、商法280条ノ20、第280条ノ

21および平成16年５月26日開催の当

社第25回定時株主総会決議に基づ

き、当社取締役および執行役員の株

価向上や業績向上に対する意欲や士

気を高めることを目的として、平成

17年４月６日に当社取締役および執

行役員に対し「株式報酬型ストック

オプション」として新株予約権を無

償で発行することを決議いたしまし

た。 

その具体的な内容は、下記のとおり

であります。 

    (1) 新株予約権の名称 

    株式会社良品計画第２回新株予

約権(株式報酬型ストックオプ

ション) 

    (2) 新株予約権の目的となる株式の

種類及び数 

      当社普通株式 9,900株 

  なお、各新株予約権の目的とな

る株式の数(以下、「付与株式

数」という。)は100株とする。 

    (3) 新株予約権の数 

      99個 

    (4) 各新株予約権の発行価額 

      無償とする。 

    (5) 各新株予約権の行使に際して払

込みをなすべき金額 

      各新株予約権の行使により発行

または移転する株式１株当たり

の払込金額を１円とし、これに

付与株式数を乗じた金額とす

る。 

    (6) 新株予約権を行使することがで

きる期間 

      平成17年４月７日から平成36年

５月31日まで 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

   (7) その他の新株予約権の行使の条

件 

     各新株予約権の全部または一部

を行使することができるものと

するが、各新株予約権１個当た

りの一部行使はできないものと

する。 

   (8) 新株予約権の行使の条件 

     ①当社が消滅会社となる合併契

約が承認されたとき、当社が

完全子会社となる株式交換契

約書承認の議案ならびに株式

移転の議案につき株主総会で

承認されたときは、当社は新

株予約権を無償で償却するこ

とができる。 

     ②新株予約権者が、新株予約権

を行使する前に、新株予約権

行使の条件に規定する条件に

該当しなくなったため新株予

約権の行使が不可能となった

場合、当社は該当新株予約権

を無償で消却することができ

る。 

   (9) 新株予約権の譲渡制限 

     新株予約権を譲渡するには取役

会の承認を要する。 

   (10)割当てを受けた者の氏名と割当
てを受けた新株予約権の数 

   割当て対象者 

木内 政雄 

松井 忠三 

金井 政明 

古田 正信 

浅田 直熙 

長谷川 治 

徳江 純一 

加藤 隆志 

久保 正人 

大木 宏人 

鈴木 啓 

計 

割当数 

１６個 

１６個 

１２個 

１１個 

１０個 

８個 

６個 

６個 

６個 

６個 

２個 

９９個 



(2）【その他】 

平成17年9月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額 ………………962,058,055円 

(ロ）１株当たりの金額 ……………………………35円 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……… 平成17年11月1日 

 （注） 平成17年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第26期）（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日）平成17年５月26日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１１月１０日

株 式 会 社 良 品 計 画 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社良品計画の

平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年３月１日から平成１６年８月３

１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社良品計画及び連結子会社の平成１６年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年３月１日から平成１６年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 東 田 夏 記 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 田 櫓 孝 次 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月９日

株 式 会 社 良 品 計 画 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社良品計画の

平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年８月３

１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社良品計画及び連結子会社の平成１７年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年３月１日から平成１７年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 東 田 夏 記 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 櫓 孝 次 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１１月１０日

株 式 会 社 良 品 計 画 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社良品計画の

平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの第２６期事業年度の中間会計期間（平成１６年３月１日から平成１６年８月３

１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社良品計画の平成１６年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年３月１日から平成１６年８

月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 東 田 夏 記 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 田 櫓 孝 次 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月９日

株 式 会 社 良 品 計 画 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社良品計画の

平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第２７期事業年度の中間会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年８月３

１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社良品計画の平成１７年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年８

月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 東 田 夏 記 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 櫓 孝 次 
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